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4.5.5　国際社会の対応（以上，第 61 巻 3 号）
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スリランカ 1 の人口は約 2036 万人 2，その内シンハラ民族 74.9％，タミル民
族 15.2％（スリランカ・タミル 3 11.1％，インド・タミル 4 4.1％），ムーア 5 9.3％，
マレー 0.32%，バーガー（Burgher）6 0.27%等となっている。スリランカ・タ
ミルは反タミル暴動が激化した 1983 年以降，その 23 － 30％が国外に避難し，




であり 8，シンハラの 77％は仏教徒，タミルの 80％はヒンズー教徒である 9。
言語については，シンハラ民族はシンハラ語，タミル民族はタミル語を使用し，
北部州では住民の 97％，東部州では 75％がタミル語を使用する 10。
タミル，シンハラの両民族は 2000 年にわたり共存してきた 11。植民地化以
前には短期間を除き，ジャフナを中心に北東部にタミル王国が存在し 12，南部










Citizenship Act No. 18, 1948），インドおよびパキスタン市民権法（Indian-
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Pakistani Citizenship Act No.3, 1949），国会選挙修正法（Parliamentary 
Elections Amendment Act No. 48, 1949）および公用語法（Official Language 
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和，妥協，懐柔策に度重ねて合意したが，合意はその都度，撤回または廃棄













（Liberation Tiger of Tamil Eelam/ LTTE）が結成され，1976 年，タミル統一
解放戦線（Tamil United Liberation Front / TULF）がタミル人の国家（Tamil 
Eelam）の独立を宣言した。
4.6.1.2　紛争解決への試み
1957 年 33，1960 年，1965 年 34，そして 1978 年－ 1980 年，タミル民族政
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1957 年，連邦党と UNPは協定 （Bandaranaike-Chelvanayakam Pact）40
により，地域評議会の設置，民族的少数者州への地域的自治権付与，シンハラ
とタミルとの間の権力分有，タミル語の民族的少数者の言語としての承認等に




れ，地方レベルでの国家活動はむしろ強化された 42。1965 年 43，そして 1978
年－ 1980 年にも，連邦党と UNPとは，同様に県単位の連邦制創設および県
への自治権委譲について合意していた。













加を拒否した 46。1985 年，タミルへの分権に関して政権から提案が示された 47
が合意に至らず，県開発評議会は北部州および東部州では機能することなく，
1989 年，同制度は廃止された。
1987 年，インドとの合意（1987 年）に従って行われた第 13 次憲法改正により，
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中央政府から州への権限委譲および州評議会の設置が規定され，州を単位とす












北東部州では 71 議席中，タミル民族政党が 53 議席を獲得し 53，州評議会
の設置に漕ぎつけた。ところが 1990 年 3 月，州評議会議長（Annamalai 
Varatharajah Perumal）が一方的に独立を宣言したことから，大統領は北東
























2009 年 5 月，政府は LTTEを完全制圧したとして内戦終結を発表した。短
い停戦期間を除き，戦闘は 1975 年から 2009 年まで 26 年間続き 62，その死者
は約 29 万人，100 万人が難民となった。死者の多くは一般市民である 63。
4.6.1.4　武力紛争終結後
内戦後の 2013 年 9 月，東部および北部州において州評議会議員選挙が実施






を民族対話担当大臣（Minister of National Dialogue）に任命した。ただし未
経験のため北部州における自治能力は低く，自治は進んでいない 67。
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を志向していた。1944 年に設立された全セイロン・タミル会議 (All Ceylon 
Tamil Congress/ ACTC)は，タミルがセイロン国民の一部となることを前提














はじめての組織となった。その TULFが前述のとおり 1976 年，自決権に基づ




東部州においては有権者の 86％が投票し，そのうちの 68％が TULFを支持し，
65.9％がタミル・イーラム（タミル民族の国家）独立を主張した候補者に投票




















域の連合体 (Union of Regions)と呼ばれる緩い連邦制の国家形態とする案を主
張した 96。TULFは政府の地方分権計画に協調し 97，2007 年にも，紛争の長期
的解決は，インドあるいはスイスをモデルとする，連邦制度の枠内での意味あ
る分権による以外には達成しえないと述べた 98。







ないと述べた 99。同様に 2003 年，LTTE指導者は地域的自治（regional self-
rule）に関して政府が合意することがなければ，「外国の軍事占領下」100 に置か
























出議員 95 および任命議員 6で構成されるとした 105。1972 年憲法は，民族的
少数者の権利保障機能を果たしていた上院を廃止し，一院制議会 (National 
State Assembly/ 国民議会，定数 151）とした。定数については 1974 年，151
から 168 に拡大されたが，同案審議の際，タミルおよびムスリムは選挙区ごと
の有権者数の増加は議会における代表者の割合減少につながるとして反対した 106。
1978 年憲法（第二次共和国憲法）107 ではスリランカ議会（Parliament 
























法廷での使用言語について，1988 年第 16 次改正憲法は，タミル語について
裁判所および議会を含むすべての公共機関で使用される行政語と規定し（同






会に対して責任を負わず，議会を解散する権限がある 115。2001 年第 17 次憲法
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改正において，大統領権限の抑制および監視が図られたが，2010 年，第 18 次









































1978 年，比例代表方式の採用が決定し 125，1971 年の国勢調査に基づき，9







その結果，タミル政党はシンハラ 2大政党 UNPおよび SLEP間のキャスティ
ング・ボートとなる可能性が生まれた 129。
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4.6.5.2.2　議会におけるタミル
1947 年選挙では，全セイロン・タミル会議（All Ceylon Tamil Congress/ 





数 95，得票率 5.39%），全セイロン・タミル会議が 1議席（得票率 0.34%）を
取得し，タミル議員の議会に占める割合は 11.2%であった。





18 議席（定数 168，得票率 6.6％），セイロン労働者会議（Ceylon Workers 
Congress/ CWC）が 1議席（得票率 1.00% ），SLEP所属のタミル議員が 1議
席を取得した 132。議会では UNPが政権政党となった（140 議席）が，TULF







1989 年総選挙においては，学生イーラム革命機構（Eelam Revolutionary 
Organization of Students/ EROS) が 13 議 席（定数 225， 得票率 4.11%），
TULFが 10 議席（得票率 3.37%）取得し，タミル議員の議会に占める割合は
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10.2%である 137。
2001 年総選挙においては，TULFを含むタミル国民連合 (ITAK/ Tamil 
National Alliance /TNA)138 が 15 議席（定数 225，得票率 3.89%），イーラム人
民民主党（Eelam People’s Democratic Party/ EPDP）139 が 2 議席（得票率
0.81%），民主人民自由戦線（Democratic People's Liberation Front/ DPLF）
が 1議席（得票 0.19%）を取得し，タミル議員の議会に占める割合は 8%であ
る 140。
2004 年総選挙においては，TULF（TNA）が 22 議席（得票率 6.84%），イー
ラム人民民主党が１議席（得票率 0.27%％），セイロン労働者会議が５議席と
なり，タミル議員の議会に占める割合は 12.4%である。




2015 年総選挙に際し，北部東部州を除くインド・タミル 150 万人を代表す
るタミル進歩連合（Tamil Progressive Alliance/ TPA）が結成されたが，選挙
では政党連合統一国民戦線（United National Front/ UNF）と共闘した。選
挙結果は TNAが 16 議席（得票率 4.62％），イーラム人民民主党が 1議席（得














ム人民民主党は UPFAと共闘し，選挙後に政権政党に参加した 146。2015 年総
選挙においてはタミル進歩連合は選挙で第 1党となった政党連合統一国民戦
線に参加し，タミル進歩連合所属の 2人の議員（P. Thigambaram および P. 
Radhakrishnan）が入閣した 147。
































項（29 条 2 項）を定め，同項に反する法律を無効と規定する（29 条 3 項）こ
とにより，個別の共同体への差別待遇を防止した 154。しかし 1954 年，市民権





































続きを禁止するもので，1988 年まで適用された 165。公共安全法（1983 年）166 は，
警察が検視なしに拘束した容疑者を火葬および埋葬することを可能にした。
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なお言語に関し，第 13 次改正憲法（1987 年）は，タミル語をシンハラ語と
























































は 2％に過ぎない。政府支援の工業団地 40 区画のうち，タミル居住地域には 5








よりも高い。2009 年―2010 年では，北部州 12.8％，東部州 14.8％，地域別で
はジャフナ（北部州）16.1％，バディカロア（東部州）20.3％，トリンコマリ （ー東
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23,922 ルピーであり，全国平均 36,451 ルピーよりも低い（2014 年） 189。各
州の貧困人口については，中部北州 88,789 人，北部州 113,511 人，東部州
167,837 人，各地域の貧困人口についてはジャフナ 48,268 人，トリンコマリー




就学年数が全くない割合は全国平均 4.9％，東部州 6.2％，就学年数 5年以下








た 1996 年―1997 年，大学理系学部においてタミルの学生定員の割合が引き
上げられた 193。しかし大学合格率については，2012 年度では北部州 56.50％，



























（Human Rights Task Force/ HRTF）および非自発的移送および失踪に関す
る独立委員会（The Independent Commission on the Involuntary Removal and 































罪に関する特別調査団（Investigation on Sri Lanka/ OISL）が国連人権高等
弁務官事務所内に設置され，2015 年，同調査団は調査報告書 208 を提出した。
OISL報告書は市民的政治的権利に関し，スリランカの国家緊急事態宣言発令
に伴い，同国には市民的政治的権利に関する国際規約 9条（身体の自由と逮捕
抑留の要件）2および 3項， 12 条（移動，居住および出国の自由） 1 および 2 項， 
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14 条（公正な裁判を受ける権利）3項，17 条（私生活・名誉および信用の尊重）





















活動を非合法化した。米国での 9.11 事件発生（2001 年）を契機とする国際的
な対テロ戦争への潮流の中で，諸国家は国連総会決議 216 に従い，スリランカ
政府の対 LTTE作戦を支援した。2003 年，米国が，続いて 2006 年，EU，イ
ンド，シンガポール等の諸国が LTTEをテロ組織と指定した 217。
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2　2012年スリランカ統計局国勢調査（“Census of Population and Housing 2012, Number 










コロンボ地区に8.9％であった (A. Jeyaratnam Wilson, “Tribalism and Elites in a Demotic 
State: The Case of Sri Lanka,” in Kenneth Christie, ed., Ethnic Conflict, Tribal Politics : 
A Global Perspective, Richmond, Surrey, 1998, 111)。
4　インド・タミルはスリランカ全人口の5％に相当するが，植民地時代，紅茶プランテー
ションの労働者としてインドから移住させられた人々の子孫であり，スリランカ社会で最
も不利な地位に置かれ，深刻な貧困状況にあった（Commission on Human Rights, Sub-
Commission on the Promotion and Protection of Human Rights, Report on the Sub-
Regional Seminar on Minority Rights: Cultural Diversity and Development in South 
Asia: Narrative of information presented and discussion at the meeting, Kandy, Sri 
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スラム教徒であるが，出身地が異なる（Wilson, supra note (3),106）
6　バーガーは植民地時代のオランダとポルトガルからの入植者の子孫とされる（Wilson, 
supra note (3),106）。
7　David Feith, “Separatism in Sri Lanka,” in Jean-Pierre Cabestan and Aleksandar 
Pavkovi´c, eds., Secessionism and Separatism in Europe and Asia: To Have a State of 
One’s Own, Abingdon, 2013, 171．北米，ヨーロッパ，オーストラリア，スイス，カナダ，
スカンジナビア諸国に本国のタミルの運動を支援するスリランカ・タミル民族組織が存在す
る (ibid.)。
8　Commission on Human Rights, supra note (4), para.8.
9　14世紀ごろまで大部分のタミルは仏教徒であったとされる（Sivasubramaniam 
Pathmanathan, “Tamil Identity, History and Historiography,” Seminar on History, 
Identity and Historiography, Colombo, 1-3 December, 1999, cited in Devanesan 
Nesiah, “The Claim to Self-determination: A Sri Lankan Tamil Perspective,” 10(1) 
Contemporary South Asia, 2001, 59）。
10　イスラム教徒は主としてタミル語を話すが，大部分はバイリングアルである。キリスト教
徒およびバーガーは英語，マレー民族はマレー語を使用する（Neelan Tiruchelvam, “The 
Politics of Federalism and Diversity in Sri Lanka,” in Yash Ghai ed., Autonomy and 
Ethnicity, Negotiating Competing Claims in Multi-Ethnic States, Cambridge, 204）。
11　タミル，シンハラのどちらが先にセイロン島住民であったかについての論争はある





住した（Nation Tamil, “Salient facts of the history of the Tamils and of the Sinhalese,” 
Thinakaran Daily, 9 November 1995; Amnesty International “Sri Lanka: Wavering 




13　Nation Tamil, “Salient Facts of the History of the Tamils and of the Sinhalese,” 
Thinakaran Daily, 9 November 1995．　
14　Vaddukoddai Resolution (1976), South Asia Terrorism Portal: http://www.satp.org/
satporgtp/countries/shrilanka/document/papers/vaddukoddai_resolution.htm#.
15　Soulbery Constitution とも呼ばれるセイロン独立時の憲法は以下の法に含まれている。
1．The Ceylon Independence Act, 1947: http://www.legislation.gov.uk/ukpga/1947/7/pdfs/
ukpga_19470007_en.pdf. 
2．The Orders in Council of 1946 and 1947 known collectively as the Ceylon 
(Constitution and Independence) Orders in Council, 1947: http://tamilnation.co/
srilankalaws/46constitution.htm. 
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16　このような制度の制定は植民地施政国英国の助言による（Jayadeva Uyangoda, “Sri 
Lanka: Recent Shifts in the Minority Rights Debate,” in Rita Manchanda ed., Living 
on the Margins Minorities in South Asia, Eurasia Net, South Asian Forum for Human 
Rights, Kathmandu, September 2009, 104）。
17　1969 ‐ 1970年，就学12年修了者が受験する大学入学資格試験（General Certificate of 
Education, Advanced Level）に合格したタミルのうち96.3％が就職できていない（Robert 






Social Statistics of Sri Lanka 2014,” Central Bank of Sri Lanka, Statistics Department, 
2014,147-150）。同制度の下でのタミルへの不利益措置は，タミルの若者の反抗心と武装化
の誘因となった（Kearney, supra note (17), 531）。
19　Sri Lanka Constitution 1972：http://tamilnation.co/srilankalaws/72constitution.htm#6.
20　多くのスリランカ・タミルはミッション・スクールで英語教育を受け，医者，科学者，エンジ
ニア，会計士，法律家等の専門職に就いた（Wilson, supra note (3), 106; Asoka Bandarage, 
The Separatist Conflict in Sri Lanka: Terrorism, Ethnicity, Political Economy, Abingdon, 
New York, 2009, 156）.
21　Wilson, supra note (3), 106.
22　Robert B. Goldman and A. Jeyaratnam Wilson, eds, From Independence to Statehood; 
Managing Ethnic Conflict in Five African and Asian States, London, 1984, 179-180.
23　Neil DeVotta, “The Liberation Tigers of Tamil Eelam and the Lost Quest for 
Separatism in Sri Lanka,” 49(6) Asian Survey, 2009, 1038.
24　シンハラ移住の目的は当初は同地域の灌漑整備，土地開発とされたが，1950年代後半にな
ると，土地不足，失業，食糧不足，貧困問題解消とされた（Dayalal Abeysekera, “Regional 
Patterns of Intercensal and Lifetime Migration in Sri Lanka,” Papers of the East-West 
Population Institute, Honolulu, 1981, 10-32）。
25　例えば，東部州トリンコマリー地区では，1881年シンハラ人口は4.2％，タミルが89.5％
であったが，1981年までにはシンハラは33.6％，タミルは62.8％まで低下した（Mick 
Moore, The State and Peasant Policies in Sri Lanka, Cambridge, 1985, 45）。
26　Amita Shastri, “The Material Basis for Separatism: The Tamil Eelam Movement in 
Sri Lanka,” 49(1) Journal of Asian Studies, 1990, 56-77.
27　Neil Devotta, “From Ethnic Outbidding to Ethnic Conflict: The Institutional Bases for 
Sri Lanka’s Separatist War,” 11(1) Nations and Nationalism, 2005, 152; Tarzie Vittachi, 
“Emergency '58: the Story of the Ceylon Race Riots, London, 1958,”: http://tamilnation.
co/books/Eelam/vitachi.htm.
28　Neil DeVotta, “Control Democracy, Institutional Decay, and the Quest for Eelam: 
Explaining Ethnic Conflict in Sri Lanka,” 73(1) Pacific Affairs, 2000, 59; Jonathan 
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Goodhand and Bart Klem with Dilrukshi Fonseka, S.I. Keethaponcalan and Shonali 
Sardesai, “Aid, Conflict and Peacebuilding in Sri Lanka, 2000 – 2005,” Tamilnation, 41.
29　Ranabir Samaddar, “Minority Rights and Forms of Autonomy in South Asia,” in Zelim 
A. Skurbaty ed., Beyond A One-Dimensional State: An Emerging Right to Autonomy?, 
Raoul Wallenberg Institute Human Rights Library Volume 19, Leiden/Boston, 2005, 553; 
G.R. Tressie Leitan, Political Integration Through Decentralization and Devolution of 
Power: The Sri Lankan Experience, Colombo, 1990, 9-10; Wilson, supra note (3),103.
30　Kristina Eichhorst, “Asymmetric Autonomy and Power Sharing for Sri Lanka: A 
Political Solution to Ethnic Conflict?” in Marc Weller and Katherine Nobbs, eds., 
Asymmetric Autonomy and the Settlement of Ethnic Conflicts, Philadelphia, 2010, 252-
254.
31　Deirdre McConnell, “The Tamil people’s Right to Self-determination,” 21(1) Cambridge 
Review of International Affairs, 2008, 59-76.
32　DeVotta, supra note (27),152.
33　Bandaranaike-Chelvanayakam Pact, 1957: http://tamilnation.co/conflictresolution/
tamileelam/57bandachelvapact.htm.同合意交渉において，タミルは連邦制度を基本とする
憲法制定，市民権法の廃止，タミル語とシンハラ語との同等の価値 (parity of status)の承認，
タミル・ホームランドの植民地化即時停止を要求したが，受け入れられていない。




た（R. P. Samarasinghe, “Tamil Minority Problem in Sri Lanka in The Light of Self-
Determination and Sovereignty of States,” University of Western Sydney Parramatta 
Campus School of Law, 2005, 30)。
36　The Thimpu Declaration 1985 :  http: / / tamilnation.co/confl ictresolution/
tamileelam/85thimpu/thimpu10.htm.
37　Kumaratunga’s Devolution Proposals: http://www.satp.org/satporgtp/countries/
shrilanka/document/papers/kumaratunga_devolution.htm.
38　Government's Proposals on Devolution of Power and connected matters: http://
tamilnation.co/conflictresolution/tamileelam/cbkproposals/96srilankaproposals.htm.
39　Kumaratunga’s “Devolution Package”: http://tamilnation.co/conflictresolution/
tamileelam/cbkproposals/index.htm#Tracking.
40　Bandaranaike-Chelvanayakam Pact, 1957: supra note (33).同合意交渉において，タミ
ルは連邦制度を基本とする憲法制定，市民権法の廃止，タミル語とシンハラ語との同等の価
値 (parity of status)の承認，タミル・ホームランドの植民地化即時停止を要求したが，受
け入れられていない。
41　同合意にはシンハラ仏教徒団体，シンハラ・ナショナリストおよびUNPが強く反対し，
1958年，撤回された（DeVotta, supra note (28), 59）。
42　Shastri, supra note (26), 67.
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43　Dudley Senanayake - Chelvanayakam Pact 24 March 1965: http://www.onetext.org/
admin/uploads/Dudley1965.pdf. 
44　ただし県首長は大統領が指名する（Development Councils Act No. 35, 1980, Part XII）。
なお，政府委員会においては県開発評議会の設置による分権および地方議会の設置は1954
年以来，繰り返し勧告されていた。
45　Bruce Matthews, “District Development Councils in Sri Lanka,” 22(11) Asian Survey, 
1982, 1117-1125．
46　Matthews, supra note (45), 1125-1128.
47　The Proposal Presented by Sri Lanka Delegation, 16 August 1985: http://tamilnation.
co/conflictresolution/tamileelam/85thimpu/thimpu17.htm.
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